
南島原市建設工事総合評価落札方式（特別簡易型）試行要領運用指針 
 

                      平成20年 7月 7日 20南管財第516号 

                      平成25年10月 7日 25南管財第643号 

平成28年 9月15日 28南管財第259号 

 平成30年 7月17日 30南管財第175号 

最終改正 令和7年 8月20日  7南管財第227号 

 

本指針は、地方自治法施行令第167条の10の２の規定に基づき、総合評価落札方式（特別簡易型）

による一般競争入札（以下「総合評価方式（特別簡易型）」という。）により実施する場合の事

務処理の効率化に資するため、運用上の基本的な事項を定めるものである。 

 

１．一般的事項 

（１）総合評価落札方式（特別簡易型）の実施にあたっては、南島原市建設工事総合評価落札方

式（特別簡易型）試行要領（以下「要領」という。）及び本運用指針に定める事項のほか、

定めがない事項については、南島原市契約規則、南島原市建設工事執行規則、南島原市建設

工事一般競争入札実施要綱、履行確実性評価方式試行要領及び南島原市建設工事入札制度合

理化対策要綱の手続きによるものとする。 

（２）企業の技術力に係る評価基準（以下、「評価基準」という。）及び落札者決定基準につい

ては、入札公告において明らかにするものとする。 

 

２．学識経験を有する者の意見聴取 

市長は、総合評価落札方式（特別簡易型）を実施する場合には、あらかじめ、次の各号に掲

げる事項に関して２人以上の学識経験を有する者の意見を学識経験者意見調書（様式第１号）

により聴かなければならないものとする。 

（１）総合評価落札方式（特別簡易型）の適用の適否 

（２）評価項目及び評価基準の設定 

（３）落札者決定時の意見聴取の要否 

 

３．南島原市競争参加資格委員会による決定事項 

   市長は、総合評価落札方式（特別簡易型）により入札を実施しようとするときは、落札者決

定基準について公告前までに学識経験者意見調書（様式第１号）及び評価調書（様式第２号）

を南島原市競争参加資格委員会に提出するものとする。 

 

４．評価項目に関する資料の提出期限 

  技術資料（様式第３号）の提出期限は、入札公告に記載された期限とする。 

 

５．評価基準 

 （１）評価基準は、企業の技術力等に係る評価項目及び得点配分その他の評価に必要な事項（以

下、「評価項目等」という。）とする。 

 （２）評価基準は、入札公告において明らかにするものとする。 

 （３）評価項目等は、工事における必要度、重要度に基づき、適切に設定するものとする。 

 （４）工事における必要度、重要度に照らし、必要な範囲を超え評価する意味のない企業の技術

力等は、評価しないものとする。 

 （５）評価項目については、その評価する内容を可能な限り詳細かつ具体的に示すものとする。 

 （６）得点配分は、必要度、重要度に応じて加算点を適切に設定する。 

 

６．企業の技術力等の評価 

 （１）企業の技術力等の評価は、評価項目に記載されていない企業の技術等についての評価は対

象としない。 



 （２）企業の技術力等の評価は、南島原市競争参加資格委員会の審議を通じて決定した評価基準

により適切に行うものとする。また、評価に当たっては、全ての入札参加者に共通の基準

で行うこととし、特定の入札参加者の評価に特定の方法を用いないものとする。 

 

７．入札及び入札書等 

  入札書及び入札用封筒は、南島原市建設工事執行規則に定める様式第４号及び様式第４号の２

を使用するものとする。 

 

８．開 札 

  入札執行者は次のことを告げて入札を終了するものとする。 

  ア 総合評価落札方式によるため落札者の決定を「保留」する旨の宣言。 

  イ ランダム係数、予定価格及び履行確実性評価価格、履行確実性確保価格。 

  ウ 落札候補者（予定価格の範囲内にある者）全業者の入札金額。 

  また落札者の仮決定後に、開札結果について入札結果一覧表（様式第８号）を南島原市ホーム 

ページに掲載し、落札者の決定後においては紙による閲覧により、入札金額、標準点と加算点の 

合計点、評価値及びその商号又は名称並びに予定価格及び履行確実性評価価格、履行確実性確保 

価格並びに基準評価値を公表するものとする。 

  さらに落札仮決定者には落札仮決定の通知を行い、落札者決定後においては、落札決定者には 

確定した旨の通知及び全入札参加者には落札者が決定した旨を通知するものとする。 

 

９．落札決定 

（１）市長は、要領第12条（１）により落札者が仮決定した場合は、落札者仮決定通知書（様式

第４号）により落札仮決定者に通知する。  

（２）落札仮決定者は、要領第12条（２）により配置予定技術者を配置（建設業法（昭和24年法

律第100号）第26条第３項に該当する場合は専任で配置）することが可能であるかの通知

を行う場合は、配置予定技術者に係る通知書（様式第５号－１又は様式第５号－２）を持

参の方法により行うものとする。 

 

10．落札結果の公表 

（１）要領第13条（１）に定める通知は、落札者には落札者決定通知書（様式第６号）、その他

の入札参加者には落札者決定の通知について（様式第７号）により行う。 

（２）要領第13条（２）に定める公表は、入札結果一覧表（様式第８号）による書面の閲覧とす

る。 

 

附 則 

この運用指針は、平成20年 7月10日から施行する。（平成20年 7月 7日 20南管財第516号） 

この運用指針は、平成25年10月10日から施行する。（平成25年10月 7日 25南管財第643号） 

この運用指針は、平成28年 9月30日から施行する。（平成28年 9月15日 28南管財第259号） 

この運用指針は、平成30年 8月 1日から施行する。（平成30年 7月17日 30南管財第175号） 

この運用指針は、令和7年 9月 1日から施行する。 （令和7年 8月20日   7南管財第227号） 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 学識経験者意見調書

総合評価落札方式（特別簡易型）による「落札者決定基準」調書

資格 施工実績 工事成績 本年度受注高 施工実績

学識経験者指名（サイン）

　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　年　　　　月　　　　日

総合評価落札方式での実施の適否、
評価基準の良否、
市での落札決定の可否

備考

委員長 総務部長

入札
方式

学識経験者
参考意見

工事名 工事箇所 工事概要
概算

工事費
（千円）

評価項目及び配点

競 争 参 加 資 格 委 員 会
入札担当課長

競争参加資格委員会

　　　年　　　月　　　日

加算点

評価点数
の合計値
/満点の
合計値×
１０点

配置予定者能力
（９点）

企業の施工能力
（１１点）



様式第２号（特別簡易型試行要領運用指針3）　

＜評価基準＞

＜価格以外の評価結果＞

No. 価格順位 落札者

※１　加算点は少数第３位まで表示　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※２　基準評価値＝（標準点／予定価格）×100,000,000

②施工実績
入　札　者

配　置　予　定　技　術　者　の　能　力

①保有資格

4 5

南島原市

施工実績

＜総合評価結果＞

入　札　者

保有資格

年月日

総合評価審査委員会（学識経験者）の意見聴取

学識経験者意見

長崎県島原振興局  建設部

長崎県島原振興局  建設部

長崎県島原振興局  建設部

部　　　長

検査指導幹

評　価　項　目

配　点

受
付
番
号

入札金額（税抜き）（A） 加算点 標準点＋「加算点」（B） 評価値

工事期間

競争参加資格委員会

委員長 契約担当部長

総合評価落札方式（特別簡易型）に関する「入札に参加しようとする者の技術力等の評価結果」「落札者」評価調書

発注機関 工　事　名 工　事　場　所
予定価格

入札方式

評　　価　　調　　書
開札日 契約担当課長

企　　業　　の　　施　　工　　能　　力

4 4 3

工　事　概　要番　号

履行確実性評価価格 一般競争入札
（総合評価落札方式  特別簡易型）

20

合　計

10

合　計 加算点

加算点（満点）
工事成績

配　置　予　定　技　術　者　の　能　力

市工事の受注高の状況 市工事の施工実績

企　　業　　の　　施　　工　　能　　力

③工事成績 ⑤市工事の施工実績④受注高の状況



様式第３号（特別簡易型試行要領運用指針４）

　　　　年　　月　　日

南島原市長　　　 　　　　　　様

住所

商号又は名称

代表者名 印

技術資料の提出について

　　　　　　　　　　　　　　工事の技術資料を提出いたします。

添付資料 申請得点

氏名

生年月日

保有資格

交付番号

免許交付日

資格取得年数

工事名称

発注機関名

契約金額

工期

工事概要

従事期間 割合 ％

従事役職

点

工事名称

発注機関名

契約金額

工期

工事概要

申請得点については、評価点の参考にする。

添付資料
-2

申請得点合計

実績が確
認できる
もの（工
事完成確
認書また
は契約書
の写し
等）

企
業
の
施
工
能
力

②
同種工
事施工
実績

技　術　資　料

配置予定技術者

①
資格及
び資格
取得年
数

配
置
予
定
技
術
者
の
能
力

雇用関係
を証する
書類

南島原市

④
今年度受注高の状況
（土木一式工事・水道
施設工事(管埋設工
事に限る）１件２００万
円以上）

（本（N）年度南島原市発注工事 当初契約額合
計）÷（(N-3)年度から(N-1)年度までの南島原市
発注工事 年間当初契約額の平均 ）
過去の契約が無い場合で、本（N）年度契約が無
い場合は実績なし、契約がある場合は100％と
記入すること。

⑤
同種工
事施工
実績

％

点
本（N）年度南島原市工事成績点（(N-2)年1月1
日から(N-1)年12月31日までの土木一式工事及
び水道施設工事（管埋設）成績評定平均点）

　　　年　月　日～　　　年　月　日

添付資料
-1

合格証明
書、監理
技術者資
格者証、
講習修了
証の写し

実績が確
認できる
もの（ＣＯ
ＲＩＮＳの
写し（竣
工登録の
もの）等）

③
企業の工事成績
（満点は４点） 工事表彰受賞者加算点（表彰日から3年間）

（該当有りは1点、該当無しは0点。）



点

　工事成績評定対象工事

評定点 完成検査年月日

小数２位以下切捨て
小数１位まで表示

＜添付資料-1＞

企業の工事成績　　　　

（1）前々(N-2)年１月１日から前(N-1)年12月31日までの土木一式工事及び水道施設工事（管埋設工事に
　　限る。）の工事成績評定の平均点とする。（工事成績評定は、「南島原市建設工事成績評定要領（平成
　　25年南島原市告示第102号）に基づくものとする。）
（2）南島原市により発注されたものとする。
（3）「工事完成確認書」の完成検査年月日が、対象期間の範囲にあるものとする。
（4）工事成績評定の対象となる工事の受注形態が共同企業体の場合、代表構成員及びその他構成員の
　　工事成績評定とする。
（5）工事完成確認書及び工事成績評定通知書を添付すること。
（6）工事表彰受賞者加算点に該当する場合（工事表彰日から３年間）は、表彰工事名及び表彰日を記入
　　すること。（申請書の提出期限日時点で有効のもの）

工　事　名

　工事表彰受賞工事

表彰工事名 表彰日



※随意契約を除く

％

(計算式）

本(N)年度当初契約額

(N-3)年度当初契約額

(N-2)年度当初契約額

（2）工事証明の添付資料は必要ない。

過去３カ年度の平均

0

0

工事名

（1）必要があれば欄を増設すること。

合　　計

過去３カ年度の合計 0

契約日

0

当初契約額

0

当初契約額

工事名 契約日

契約日

工事名

0

当初契約額

契約日

企業の受注高の状況（南島原市発注工事）

本(N)年度の南島原市発注工事（200万円以上の土木一式工事及び水道施設工事（管埋設工事））の当初契約額合計

＜添付資料-２＞

×100＝
過去３カ年度の（同上工事）年間当初契約額の平均

小数２位四捨五入
小数１位まで表示

工事名

合　　計

合　　計

合　　計

(N-1)年度当初契約額

当初契約額



 

様式第４号（特別簡易型試行要領運用指針９－１） 
 

 年 月 日 
 
 

様 
 

南島原市長         印  

 
 
 

落 札 者 仮 決 定 通 知 書 
 
 
 

   さきに入札執行しました下記工事については、審議の結果、貴社が落札仮決定者に

決定しましたので通知します。 
 つきましては、南島原市建設工事総合評価落札方式（特別簡易型）試行要領に基づ

き  年  月  日迄に「配置予定技術者に係る通知書」を提出してください。 
 上記期限までに提出がない場合は、配置予定技術者の専任配置ができないものとみ

なします。 
 
 

記 
 
 
    １．工事番号     
 
    ２．工 事 名     
 
    ３．工事場所     
 
    ４．工事日数     
 
    ５．入札執行の日時  
 
    ６．落札金額     
 
    ７．評価値      
 



 

様式第５号－１（単体の場合）（特別簡易型試行要領運用指針９－２） 
 
   年  月  日 
 
南島原市長       様 
 
 

住 所                 
商号又は名称                 

代 表 者 名               印 

 
 
 

配置予定技術者に係る通知書 
 
 

     年  月  日付け  第  号により落札者仮決定通知のありました

下記工事に係る配置予定技術者ついて、南島原市建設工事総合評価落札方式（特別簡

易型）試行要領に基づき下記のとおり通知します。 
 なお、下記の内容については事実と相違ないことを誓約します。 

 
 

記 
 
 
    １．工事番号     
 
    ２．工 事 名     
 
    ３．工事場所     
 
    ４．工事日数     
 

 ５．配置予定技術者の配置の可・不可 
   （建設業法第26条第３項に該当する場合は専任で配置） 
 

 可 能  

配置予定技術者の氏名  

 

 不可能 

 
※ 可能・不可能のどちらかを選択し、□内に○を記載すること。 

       （例） 
○ 可能 



 

様式第５号－２（共同企業体の場合）（特別簡易型試行要領運用指針９－２） 
 
   年  月  日 
 
南島原市長       様 
 

共同企業体の名称              
代 表 構 成 員              

                     住 所              
                     商 号 又 は 名 称              

                     代 表 者 名            印 

 
配置予定技術者に係る通知書 

 
     年  月  日付け  第  号により落札者仮決定通知のありました

下記工事に係る配置予定技術者ついて、南島原市建設工事総合評価落札方式（特別簡

易型）試行要領に基づき下記のとおり通知します。 
 なお、下記の内容については事実と相違ないことを誓約します。 

 
記 

 
    １．工事番号     
 
    ２．工 事 名     
 
    ３．工事場所     
 
    ４．工事日数     
 

 ５．配置予定技術者の配置の可・不可 
   （建設業法第26条第３項に該当する場合は専任で配置） 
 

 可 能  

配置予定技術者の氏名 
（代表構成員） 

 

配置予定技術者の氏名 
（その他の構成員） 

 

 

 不可能 

 
※ 可能・不可能のどちらかを選択し、□内に○を記載すること。 

       （例） 
○ 可能 

        配置予定技術者の氏名は、３者ＪＶの場合は、セルを追加し、記載すること。 



 

様式第６号（特別簡易型試行要領運用指針１０－１） 
 

   年 月 日 
 
 

様 
 

南島原市長         印  

 
 
 

落 札 者 決 定 通 知 書 
（ 落 札 者 あ て ） 

 
 
 

   さきに落札仮決定しました下記工事につきましては、貴社から    年  月  日

付けでご提出のありました「配置予定技術者に係る通知書」により、貴社が落札者に決定

しましたので通知します。 
 つきましては、  年  月  日迄に契約関係書類を提出してください。 

 
 

記 
 
 
    １．工事番号     
 
    ２．工 事 名     
 
    ３．工事場所     
 
    ４．工事日数     
 
    ５．落札決定日    
 
 



 

様式第７号（特別簡易型試行要領運用指針１０－１） 
 

   年 月 日 
 
 

様 
 

南島原市長         印  

 
 
 

落 札 者 決 定 の 通 知 に つ い て 
 
 
 

   さきに入札執行しました下記工事については、落札者の決定を保留していました 
が、審議の結果、下記のとおり落札者が決定しましたので通知します。 

 
 

記 
 
 
    １．工事番号      
 
    ２．工 事 名      
 
    ３．工事場所      
 
    ４．工事日数      
 
    ５．入札執行の日時   
 
    ６．落札者名      
 
    ７．落札金額      
 
    ８．落札者の評価値   
 
    ９．落札決定日     
 



一般競争入札
（総合評価落札方式）

（特別簡易型）

基準評価値

履行確実性評価価格
一般競争入札で競争 （税抜き）

様式第８号（特別簡易型試行要領運用指針８、10－2）

入札結果一覧表工事番号 入札執行機関

工 事 名 入札執行日時
落札（仮）決定時公表用

（税抜き）

予定価格
（税抜き）

工事期間
設計金額

工事場所

（税抜き）

商号又は名称 価格順位 加　算　点 標準点＋加算点 評　価　値入　札　金　額

参加資格のない者の 履行確実性確保価格
有　無

入札方式

結　果

参加者　　者

無有

（別途通知書）




